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作業環境測定制度の変遷 

昭和35-46年 有機則、鉛則、特化則が順次制定 ・空気中濃度の測定を義務付け 

昭和47年 労働安全衛生法制定・施行 ・作業環境について測定をする義務を規定 

昭和50年 労働安全衛生法改正 
• 作業環境測定基準に従って測定を行う義務を規定 

作業環境測定法制定・施行 
• 作業環境測定の公正性と精度確保、自社測定の負担軽減を図る 
• 昭和52年5月以降、指定作業場の測定は測定士が行うことに 

昭和51年 作業環境測定基準(告示) A測定のみ 

昭和52年 安衛法第65条 測定後の措置義務を規定 

昭和54年 「作業場における気中濃度の規制の在り方についての検討結果 第一次報告書」 
• 新たにB測定を追加し、A・B両測定の結果を踏まえて作業環境を評価すべき 

昭和59年 通達「作業環境の評価に基づく作業環境管理の推進について」発出(2月) 
• 管理濃度について 

学問的な根拠を基に設定されているばく露限界等を踏まえ、工学的な管理技術の実用
可能性その他国際的動向等をもとに、作業環境管理の目的に沿うよう行政的な見地か
ら設定 

作業環境測定基準(告示)改正 Ｂ測定を追加（7月） 

昭和63年 安衛法第65条の2 測定結果の評価と措置義務を体系化 
作業環境評価基準(告示) 管理濃度を規定 2 



作業場における気中有害物質の規制のあり方についての検討結果 

（第1次報告書）における個人サンプラー測定と場の測定の評価  1979（昭和54）年12月 

  メリット デメリット 

作業場の
濃度測定 

A) 作業場を格子状に測定するの
で環境改善にはより有効である 

B) 労働者の滞在時間を考慮する
ことなく安全な水準を考え、維
持しやすい  

C) 作業位置、作業様式が異なる労働者のば
く露量を反映しない 

D) 場の濃度の評価基準はなく、ばく露限界を
利用せざるを得ない 

ば く 露 濃
度測定 

E) 個人サンプラーによるばく露限
界値の利用は、労働衛生、労
働衛生工学の専門家が行う場
合は理想的（但し現実的でな
い） 

F) 個人サンプラーで測定できない物質が多
い 

G) 労働者の作業分析に手間がかかり、ロー
テーション、作業援助、時間外労働がしば
しば行われる場合に対応困難 

1979年から現在までの間のばく露濃度測定に係る状況の変化 

E 個人サンプラーの技術革新により取扱いが容易になり、測定のデザインマニュアル
も整備・確立されたことにより対応可能な専門家の範囲が拡大した 

F 現在は、測定対象物質のほとんどが測定可能である 

G 個人サンプラー測定のデザインマニュアルが整備・確立されたことにより様々な労
働態様に対応可能となっている 

昭和54年12月「作業場における気中有害物質の規制のあり方についての検
討結果 第一次報告書」 

行政的規制のあり方についての提案 

作業環境の改善のためには作業環境測定が優れ、 

労働者のばく露量の把握には個人ばく露測定が優れ、 

労働者を健康障害から守るためには原則的には両者を実施し
情報を備えることが望ましい 

しかし、我が国の法規的国内慣行を考慮すると、行政的な濃度
管理基準を設定するには、作業環境濃度を基本とし、必要に応
じてばく露濃度を併用するのが実際的 

 

個人ばく露測定の課題 

個人サンプラーが使用できる物質が限定されている 

測定時の労働者の作業分析が必要で手間がかかる 

シフト作業、時間外労働、その他から不規則労働時の対
応が困難である 

測定対象物質の一部（大部分）、天井値等の測定方法が
確立されていない 

作業環境測定のメリット 

労働者の滞在時間を考慮することなく安全な水準を考え、
維持しやすい 

作業場所の濃度特性を示しているので、作業環境改善
のために有効 
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作業環境測定基準に基づく測定点等の設定方法 

1. 測定点の設定 

① 単位作業場所の床面上に６ｍ以下の等間隔で引いた縦の線と横の線との

交点とし、単位作業場所について５以上 ［Ａ測定］ 

② 粉じんの発散源に近接する場所において作業が行われる単位作業場所に

あっては、粉じんの濃度が最も高くなると思われる時間に、当該作業が行

われる位置において測定 ［Ｂ測定］ 

③ 測定を行う高さは、交点の床上５０ｃｍ以上１５０ｃｍ以下の位置（設備等が

あって測定が著しく困難な位置を除く。） ［Ａ測定，Ｂ測定共通］ 

2. 測定を行う時間帯 

① 作業が定常的に行われている時間 

3. 試料空気の採取時間 

① 一の測定点について、１０分間以上の継続した時間 （相対濃度指示方法

による測定については、この限りでない。） 

 

【スライド追加】 

検討会の先生方には
自明ですが、議論の
ベースになるので、入
れてはどうでしょうか。 

（切羽検討会初回資
料の使い回しです。） 
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【スライド追加】 

これまた検討会の先
生方には自明ですが、
作業環境測定の結果
が改善措置の直結す
る旨の説明資料です。
（あり方検討会報告書
からのコピペです） 

作業環境測定結果の評価について 

単位作業場所、測定日、測定条件、測定点、測定手順等の決定 

作業環境測定の実施 

作業環境評価基準による管理区分の決定 

第１管理区分 

当該作業単位作業場所のほと
んどの場所で気中有害物質の
濃度が管理濃度を超えない状
態 

当該作業単位作業場所の気中
有害物質の濃度の平均が管理
濃度を超えない状態 

第２管理区分 

当該作業単位作業場所の気中
有害物質の濃度の平均が管理
濃度を超える状態 

第３管理区分 

・労働者に有効な呼吸用保護
具を使用させる 

・労働者の健康保持に必要な
措置を講じる 

現在の作業環境管理の継続的
維持に努める 

直ちに、施設、設備、作業工程又は作
業方法の点検を行い、その結果に基づ
き、作業環境改善に必要な措置を講じ、
第一又は第二管理区分としなければな
らない 5 

施設、設備、作業工程又は作業方
法の点検を行い、その結果に基づ
き、作業環境改善に必要な措置を
講ずるよう努めなければならない 



• 作業環境測定（いわゆる場の測定）と個人サンプラーによる測定のイメージ 

発散源 

6m以内等間隔 

A 
B 

A 

A A 

A A 

事務室 

発散源 

発散源 

個人 

サンプラー 

作業場そのものの環境中濃度を測定 作業者が実際にばく露する量を測定 
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個人サンプラーによる測定の導入に向けた検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

• 個人サンプラーによる測定について、Ａ測定及びＢ測定に代わる測定として導入
することについて検討 

• 事業者が個人サンプラーによる測定と従来のA測定及びB測定の自主的な選択も可
能にすること等について検討 

• 個人サンプラーによる測定を適切に実施できる能力を有する者の養成等が必要 

 有害物の発散が１日に数回しか
なく、それ以外は無視できるほ
どの低濃度となる工程が行われ
ている作業場 ［間歇作業］ 

 有害物が発散する区域に労働者
は1日数回しか立ち入らず、その
外部には有害物が漏洩しない作
業場 ［作業者が単位作業場所
外に移動する作業］ 

これらの作業場に対し、欧米等諸外国で
行われている個人サンプラーによる測定
を実施し8時間加重平均濃度で評価した場
合には、健康影響が生じないレベルであ
ることが明らかとなる場合がある 

⇒ 法定の作業環境測定（A測定とB
測定）では過度に有害な作業場
に評価され、設備についての改
善等が求められるおそれ 

 有害物の発散源に近接して行う
ような作業等 ［作業者の呼吸
域におけるB測定が困難な場合］ 

 A測定及びB測定では作業環境中の濃度
が過小に評価されるおそれ 

「職場における化学物質管理の今後のあり方に関する検討会」報告書
（平成22年7月） 

H22-25報告書との

関係を明確化する
観点から、作業の類
型を加筆 

左欄のような条件で
は個人ばく露ベース
で問題がないのに
設備改善を求められ
る･･･という流れの明
確化のため、順番入
れ替え 

B測定は発散源近

接作業を念頭に置
いた測定なので、B

測定でも過小評価と
なる理由を追記 

7 



「職場における化学物質管理の今後のあり方に関する検討会」報告書
（平成22年7月） 

【スライド追加】 

この報告書での整理
を提示してはどうで
しょうか。 

（既にここまでの整理
はなされているので） 

A測定、B測定と個人サンプラ―による測定の比較 
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これまでの経過 

• 委託事業による検討 
• 平成22～25年度「作業環境における個人ばく露測定に関する実証的検証事業」（中
災防） 

• 平成26～27年度「研究機関等作業環境実態把握業務」（日測協） 

• 平成28年度「健康診断・作業環境測定結果相関調査業務」（日測協） 

 

• 第12次労働災害防止計画（平成25年度～平成29年度） 

• リスクに基づく合理的な化学物質管理の一環として、発散抑制措置の性能要件化の普
及を図るとともに、個人サンプラーによる作業環境中の化学物質濃度測定の導入を検
討する。 

 

• 日本産業衛生学会 産業衛生技術部会 
• 「化学物質の個人ばく露測定のガイドライン」（平成27年1月） 

個人ばく露測定の基本的な方法や考え方がまとめられた 

 

• 日本産業衛生学会 政策法制度委員会 
• 「産業現場におけるこれからの化学物質管理のあり方について」（平成27年6月） 

リスクアセスメントにおける個人ばく露測定の重要性を鑑みると、今後、これを法令に含める
必要、専門家（オキュペーショナル・ハイジニスト）の育成の必要等を指摘 
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